
▶ 部会活動
［技術・研修部会］
次回、令和 5 年 2 月下旬（予定）

［広報部会］
・セミナー等のオンデマンド動画配信
① 令和 4 年 11 月 7 日～ 30 日

「民間 JCM と都市間連携の将来展開」
（令和４年10 月 3 日開催）

② 令和 5 年 1 月 16 日～ 2 月 15 日
「UNFCCC/COP27 及び CBD/COP15 報告会」
（令和 4 年 12 月 23 日開催）

▶ 主な行事
OECC セミナー

「UNFCCC-COP27（気候変動）及び CBD-COP15
 （生物多様性）報告会」
　今年は 2 つの締約国会議がほぼ同じ時期に開催という
こともあり、気候変動枠組条約 COP27、生物多様性条約
COP15、2 つの締約国会議の報告をいただいた。
日　時：令和 4 年 12 月 23 日（金）　15:00 ～ 17:00
場　所：オンライン（Zoom 会議）
プログラム：
開会挨拶 OECC 理事長 竹本 和彦
講演１ 「生物多様性条約 COP15 第２部結果概要」
 環境省 自然環境局 生物多様性戦略推進室長
 山本 麻衣 氏
講演 2 「COP27 における OECC の活動報告」
 OECC 理事・業務部門長 加藤 真 氏
講演 3 「UNFCCC/COP27 の結果について」
 環境省 地球環境局参事官 水谷 好洋 氏
質疑応答

日本・インド環境ウィーク
　日本環境ウィークは、環境省が「環境インフラ海外展
開戦略」の一環として、2017 年度より開催してきた。
　初日となる 12 日（木）の両国大臣からの開会挨拶では、
本年は日本が G7 の議長国、インドが G20 の議長国であ
り、本イベントは両国の密接連携のスタートとして位置付
けられるとの発言があり、両国の協力関係における本イ
ベントの重要性が強調された。
日　時：令和 5 年 1 月 12 日（木）～ 13 日（金）
場　所：インド・デリー、オンライン（ハイブリッド形式）

JICA クリーン・シティ・イニシアティブ（JCCI）
国際セミナー 2023
　「JICA クリーン・シティ・イニシアティブ（JCCI：JICA 
Clean City Initiative）」は、2022 年にJICA が立ち上げた、
開発途上地域における環境管理分野の政策やインフラ整
備の優先度を高め、途上国都市地域における「きれいな
街」の実現を目指すイニシアティブで、2 回目となる本セ
ミナーでは、JCCI の実現イメージを関係者で共有するこ
とを目的とし、途上国政府、開発援助機関、日本の自治体・
省庁等様々な関係者より、各国・地域での JICA の活動
事例・経験を共有すると共に、日本が持つ DX/ イノベー
ション等を活用した先進技術（環境汚染対策、気候変動
対策）を広く世界に発信した。
日　時：令和 5 年 2 月 2 日（木）　10:00 ～ 17:00
場　所：オンライン

第 11 回　OECC/SuSPCA 合同セミナー
「海洋プラスチックごみ問題への国内外の対応」
日　時：令和 5 年 2 月 13 日（月）14:00 ～ 16:15
場　所：オンライン（Zoom 会議）
プログラム：
開会挨拶 OECC 理事長 竹本 和彦
講演１ 「海洋プラスチック廃棄物問題に係る
                 国際的枠組に向けた政府間交渉の行方」
                 環境省 水・大気環境局 水環境課長 
                 大井 通博 氏
講演 2 「プラスチック資源循環、
                 循環経済への移行に向けた取組の展望」
                 環境省 環境再生・資源循環局 総務課
                 リサイクル推進室長 水谷 努 氏
パネルディスカッション（モデレーター：OECC 大村参与）
                 （公財）地球環境戦略研究機関　
                 主任研究員／副ディレクター　粟生木 千佳 氏
                 （一社）日本化学工業協会　化学品管理部長
                 樋口 俊彦 氏
                 ジェトロ・アジア経済研究所　上席主任研究員
                 小島 道一氏（ERIA 支援室 室長）
                 環境省 水・大気環境局 水環境課長　
                 大井 通博 氏
閉会挨拶

OECC行事・部会活動等（その90）

▶ 今後の予定
（予告なく変更されることがあります。）

令和 4 年度理事会
日　時：令和 5 年 3 月（予定）

マングローブ保全は気候変動など社会課題に対する
「自然を基盤とする解決策（NbS）」として期待されてい
る。しかしマングローブは世界で急速に減少し、1980
年－ 2015 年の間に 18.8 百万 ha から 14.8 百万 ha まで
21.3% 消失した。2022 年 12 月 14 日、生物多様性条約
第15回締約国会議（CBD-COP15・モントリオール）に
おいて、JICA主催、生物多様性条約事務局、環境省、イ
ンドネシア環境林業省、国連大学サステナビリティ高等
研究所等の共催により、標記サイドイベントを1）社会
課題解決へのマングローブ保全の重要性の理解、2）国
家政策、ドナー・民間セクター協力に係る情報共有、3) 
保全のための関係者の連携強化を目的として開催した。

阪口法明（JICA）は、高い炭素貯留能力と土砂堆積機
能による気候変動緩和・適応、津波低減化など、マング
ローブがもたらす多面的便益を具体的に提示した。また、
マングローブ保全のため、政府、地域住民、NGO、ドナー、
企業など関係者の連携の重要性、特にTNFDやESG投資
への対処、2050年カーボン・ニュートラル達成のため
多くの企業がマングローブ保全に関心を寄せていること
から、企業連携によるマングローブ回復の加速化を提言
した。Dr. Badiah Achmad Said（インドネシア環境林業省）
からはインドネシアのマングローブ面積は世界最大（3.4
百万ha）で、面積当たりの炭素貯留量がより高いマング
ローブの消失防止が効果的にGHG排出を抑制すること
から、気候変動緩和策としてもマングローブ保全は緊急
課題であり、2024年までの60万haの回復政策が紹介
された。柳谷牧子氏（国連大学）からは沿岸域の景観回
復には科学的知見と関係者の連携が重要であるが、これ
ら両立のため市民参加によるモニタリング体制構築が有
効と紹介があった。資金メカニズムとしてブルーカー
ボン・クレジット導入は効果的であるが、多面的生態系
サービスを有する沿岸域の景観回復に際し、ブルーカー
ボンのみに着目すると他のサービスにトレードオフが生
じる可能性があるとの指摘もあった。饗場崇夫氏（経団
連自然保護協議会）から協議会活動紹介として、Green 
Transformation、Circular Economy、Nature Positive達
成に向けた政策提言とメンバー企業の活動強化、経団連
自然保護基金（KNCF）によるタイのマングローブ回復
活動支援の紹介があった。またCBD-COP15で採択され
た「昆明 ‐ モントリオール世界生物多様性枠組」の目

標達成に向けたKNCFによる支援表明がなされた。イン
ドネシアへのドナー協力として、先ずDr. Julian Gonzalo 
Jimenez（世界銀行）がマングローブ回復政策を支援す
るMangrove for Coastal Resilience事業を紹介した。事
業実施により毎年2.3×106tonのCO2 排出削減が期待さ
れる。次いでDr. Mark Prein（ドイツ復興金融公庫）が
Blue Action Fund設立による地域住民の生計向上と持続
可能な管理支援、マングローブの知見とイノベーション
拠点としてのWorld Mangrove Center設立協力について
紹介した。

パネルディスカッションでは、マングローブ保全回復
促進のための関係者の連携構築に着目し議論が行われ
た。植林と持続的管理のためには、政府、地域住民、企
業の連携によるエコツーリズム等のコミュニティ開発が
必要であること、民間セクター参入にあたっては利益配
分の担保が重要である旨示された。カーボン・クレジッ
ト導入はマングローブ回復への民間セクター参入を促す
が、技術的・制度的課題が多く、資金メカニズム構築の
ためには政府・研究機関との更なる調整が必要という課
題が抽出された。

新たな世界生物多様性枠組みのターゲットには「NbS
を通じた気候変動の生物多様性への影響の最小化」が含
まれることから、気候変動対策に効果的なマングローブ
への関心が一層高まり、その保全回復が加速化すること
を期待する。
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生物多様性条約第 15回締約国会議サイドイベント
「マングローブ生態系多面的サービスの保全・回復による自然を基盤とする
解決策を通じた気候変動、その他社会的課題への対処」について

独立行政法人国際協力機構（JICA）　地球環境部 国際協力専門員　阪 口 法 明


